
JP 5900351 B2 2016.4.6

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも透明導電性層、発光層及び補助電極を有する有機エレクトロルミネッセンス
素子の製造方法において、
　前記補助電極を、エアロゾルジェット印刷法により、前記発光層と同一エリアの上方側
に形成することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項２】
　前記補助電極を、光取り出し側の前記透明導電性層上に形成することを特徴とする請求
項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項３】
　前記透明導電性層と発光層との間に透明保護層を形成することを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項４】
　前記透明保護層がパターニングされていることを特徴とする請求項３に記載の有機エレ
クトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項５】
　前記透明保護層のパターニングの間隔を、５００μｍ以上、２，０００μｍ以下とする
ことを特徴とする請求項３または４に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方
法。
【請求項６】
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　前記透明保護層の膜厚を、５０ｎｍ以上、２００ｎｍ以下とすることを特徴とする請求
項３～５のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【請求項７】
　前記透明保護層が下記一般式（１）で表される基を有する化合物を含有することを特徴
とする請求項３～６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方
法。
【化１】

〔式中、Ｘは、Ｎ（Ｒ）、酸素原子、硫黄原子またはＳｉ（Ｒ）（Ｒ′）を表し、Ｅ１～
Ｅ８は、Ｃ（Ｒ１）または窒素原子を表し、Ｒ、Ｒ′及びＲ１は水素原子、置換基または
Ｙ１との連結部位を表す。Ｙ１は、下記一般式（Ａ）で表される化合物を構成する置換基
、結合手または連結基を表す。＊はＹ１との連結部位を表す。Ｙ２は単なる結合手または
２価の連結基を表す。Ｙ３及びＹ４は、各々５員または６員の芳香族環から導出される基
を表し、少なくとも一方は環構成原子として窒素原子を含む芳香族複素環から導出される
基を表す。ｎ２は１～４の整数を表す。〕
　一般式（Ａ）
　　　（Ａｒ１）ｎ１－Ｙ１
〔式中、ｎ１は１以上の整数を表し、Ｙ１はｎ１が１の場合は置換基を表し、ｎ１が２以
上の場合は単なる結合手またはｎ１価の連結基を表す。Ａｒ１は上記一般式（１）で表さ
れる基を表し、ｎ１が２以上の場合、複数のＡｒ１は同一でも異なっていてもよい。但し
、前記一般式（１）で表される基を有する化合物は分子内に３環以上の環が縮合してなる
縮合芳香族複素環を少なくとも２つ有する。〕
【請求項８】
　前記透明保護層が下記一般式（２）で表される化合物を有することを特徴とする請求項
７に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【化２】

〔式中、Ｙ５は、アリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基を表す。Ｅ５１～Ｅ６６は、各々Ｃ（Ｒ３）または窒素原子を表し、Ｒ３は
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水素原子または置換基を表す。Ｙ６～Ｙ９は、各々芳香族炭化水素環から導出される基ま
たは芳香族複素環から導出される基を表し、Ｙ６またはＹ７の少なくとも一方、及びＹ８
またはＹ９の少なくとも一方は、窒素原子を含む芳香族複素環から導出される基を表す。
ｎ３及びｎ４は０～４の整数を表すが、ｎ３＋ｎ４は２以上の整数である。〕
【請求項９】
　前記透明保護層が下記一般式（３）で表される化合物を有することを特徴とする請求項
８に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【化３】

〔式中、Ｙ５は、アリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基を表す。Ｅ５１～Ｅ６６、Ｅ７１～Ｅ８８は、各々Ｃ（Ｒ３）または窒素原
子を表し、Ｒ３は水素原子または置換基を表す。但し、Ｅ７１～Ｅ７９の少なくとも１つ
及びＥ８０～Ｅ８８の少なくとも１つは窒素原子を表す。ｎ３及びｎ４は０～４の整数を
表すが、ｎ３＋ｎ４は２以上の整数である。〕
【請求項１０】
　前記補助電極を、透明保護層のパターニングされていない領域上に形成することを特徴
とする請求項３～９のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、各種ディスプレイ、表示装置および照明等に適用される有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　各種ディスプレイのバックライト、看板や非常灯等の表示板、照明等の光源として用い
られる面発光体は、高輝度、高発光効率、薄型、軽量といった多くの優れた特徴を有する
ことから、近年注目されている。このような面発光体の中でも、有機材料を用いて正負の
各電極からの電気エネルギーによって発光させる有機エレクトロルミネッセンス素子（以
下、有機ＥＬ素子ともいう）は、数Ｖ～数十Ｖ程度の低電圧で発光が可能であり、薄膜型
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の完全固体素子であり、省スペースである等の理由から、特に近年注目されている。
【０００３】
　有機ＥＬ素子の高効率化には光取り出し効率の向上が必須であるが、有機ＥＬ素子は発
光層と金属電極との距離が数十ｎｍオーダーと近いため、表面プラズモンモード光の導波
損失が大きく、光取り出し効率が上がらないという課題を有している。表面プラズモンモ
ード光の導波損失を少なくする手段としては、トップエミッション型の構成を取ることが
挙げられる。
【０００４】
　また、他の課題として、有機ＥＬ素子を、面積が広い照明等の用途で使用する場合、電
圧降下に起因した輝度ムラが発生することが挙げられる。輝度ムラを抑制する手段として
は、透明導電性膜に抵抗値が低い補助電極を付与する手段が挙げられるが、従来の手段で
は前述のトップエミッション型有機ＥＬ素子の補助電極の形成方法としては適さないこと
が判明した。例えば、補助電極となる金属材料を全面に成膜し、続いてフォトリソグラフ
ィー工程により、補助電極となる層をパターンエッチングして補助電極を形成する方法が
開示されているが（例えば、特許文献１参照）、該方法をトップエミッション型有機ＥＬ
素子に適用した場合、駆動電圧の上昇や素子寿命の著しい低下を引き起こすことが判明し
た。これは、フォトリソグラフィー工程において、有機層がエッチング液に浸漬されるこ
とに起因する。また、スクリーン印刷法で補助電極を形成する方法が開示されているが（
例えば、特許文献２参照）、スクリーン印刷法では、インク溶媒による素子寿命の低下に
加え、補助電極の抵抗値が十分に下がらないため、発光効率の改良度が不十分であるとい
う課題があることが分かった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－１３４６４７号公報
【特許文献２】ＷＯ２００５／０４１２１７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記課題に鑑みなされたものであり、その目的は、発光効率と駆動電圧が改
良された有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の上記目的は、以下の構成により達成することができる。
【０００８】
　１．少なくとも透明導電性層、発光層及び補助電極を有する有機エレクトロルミネッセ
ンス素子の製造方法において、前記補助電極を、エアロゾルジェット印刷法により、前記
発光層と同一エリアの上方側に形成することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス
素子の製造方法。
【０００９】
　２．前記補助電極を、光取り出し側の前記透明導電性層上に形成することを特徴とする
前記１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１０】
　３．前記透明導電性層と発光層との間に透明保護層を形成することを特徴とする前記１
または２に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１１】
　４．前記透明保護層がパターニングされていることを特徴とする前記３に記載の有機エ
レクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１２】
　５．前記透明保護層のパターニングの間隔を、５００μｍ以上、２，０００μｍ以下と
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方法。
【００１３】
　６．前記透明保護層の膜厚を、５０ｎｍ以上、２００ｎｍ以下とすることを特徴とする
前記３～５のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１４】
　７．前記透明保護層が下記一般式（１）で表される基を有する化合物を含有することを
特徴とする前記３～６のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造
方法。
【００１５】
【化１】

〔式中、Ｘは、Ｎ（Ｒ）、酸素原子、硫黄原子またはＳｉ（Ｒ）（Ｒ′）を表し、Ｅ１～
Ｅ８は、Ｃ（Ｒ１）または窒素原子を表し、Ｒ、Ｒ′及びＲ１は水素原子、置換基または
Ｙ１との連結部位を表す。Ｙ１は、下記一般式（Ａ）で表される化合物を構成する置換基
、結合手または連結基を表す。＊はＹ１との連結部位を表す。Ｙ２は単なる結合手または
２価の連結基を表す。Ｙ３及びＹ４は、各々５員または６員の芳香族環から導出される基
を表し、少なくとも一方は環構成原子として窒素原子を含む芳香族複素環から導出される
基を表す。ｎ２は１～４の整数を表す。〕
　一般式（Ａ）
　　　（Ａｒ１）ｎ１－Ｙ１
〔式中、ｎ１は１以上の整数を表し、Ｙ１はｎ１が１の場合は置換基を表し、ｎ１が２以
上の場合は単なる結合手またはｎ１価の連結基を表す。Ａｒ１は上記一般式（１）で表さ
れる基を表し、ｎ１が２以上の場合、複数のＡｒ１は同一でも異なっていてもよい。但し
、前記一般式（１）で表される基を有する化合物は分子内に３環以上の環が縮合してなる
縮合芳香族複素環を少なくとも２つ有する。〕
　８．前記透明保護層が下記一般式（２）で表される化合物を有することを特徴とする前
記７に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１６】
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【化２】

〔式中、Ｙ５は、アリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基を表す。Ｅ５１～Ｅ６６は、各々Ｃ（Ｒ３）または窒素原子を表し、Ｒ３は
水素原子または置換基を表す。Ｙ６～Ｙ９は、各々芳香族炭化水素環から導出される基ま
たは芳香族複素環から導出される基を表し、Ｙ６またはＹ７の少なくとも一方、及びＹ８
またはＹ９の少なくとも一方は、窒素原子を含む芳香族複素環から導出される基を表す。
ｎ３及びｎ４は０～４の整数を表すが、ｎ３＋ｎ４は２以上の整数である。〕
　９．前記透明保護層が下記一般式（３）で表される化合物を有することを特徴とする前
記８に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【００１７】
【化３】

〔式中、Ｙ５は、アリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基を表す。Ｅ５１～Ｅ６６、Ｅ７１～Ｅ８８は、各々Ｃ（Ｒ３）または窒素原
子を表し、Ｒ３は水素原子または置換基を表す。但し、Ｅ７１～Ｅ７９の少なくとも１つ
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及びＥ８０～Ｅ８８の少なくとも１つは窒素原子を表す。ｎ３及びｎ４は０～４の整数を
表すが、ｎ３＋ｎ４は２以上の整数である。〕
　１０．前記補助電極を、透明保護層のパターニングされていない領域上に形成すること
を特徴とする前記３～９のいずれか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子の製
造方法。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、発光効率と駆動電圧が改良された有機エレクトロルミネッセンス素子
の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１Ａ】本発明に係る補助電極を有する有機エレクトロルミネッセンス素子の上面図で
ある。
【図１Ｂ】本発明に係る補助電極を有する有機エレクトロルミネッセンス素子の断面図で
ある。
【図２Ａ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する有機エレクトロルミネッセンス
素子の上面図である。
【図２Ｂ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する有機エレクトロルミネッセンス
素子の断面図である。
【図３Ａ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の上面図である。
【図３Ｂ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の断面図である。
【図４Ａ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の上面図である。
【図４Ｂ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の断面図である。
【図５Ａ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の上面図である。
【図５Ｂ】本発明に係る補助電極及び透明保護層を有する別の態様の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下本発明を実施するための最良の形態について詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。
【００２２】
　図１Ａ～図５Ｂにおいて、それぞれ（Ａ）は、有機エレクトロルミネッセンス素子の上
面図であり、（Ｂ）はそれぞれ断面図である。
【００２３】
　本発明者は、上記課題に鑑み鋭意検討を行った結果、少なくとも透明導電性層、発光層
及び補助電極を有する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法において、前記補助
電極を、エアロゾルジェット印刷法により、前記発光層と同一エリアの上方側に形成する
ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法を実現することができる
ことを見出し、本発明に至った次第である。
【００２４】
　以下、本発明に係るエアロゾルジェット印刷法とエアロゾルジェット印刷法で形成した
補助電極を有する本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子について説明する。
【００２５】
　《エアロゾルジェット印刷法》
　本発明に係るエアロゾルジェット印刷法は、金属粒子を含有した液体を窒素ガス等の不
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活性ガスで噴霧してエアロゾル状にし、得られた金属粒子を含んだエアロゾル状化した流
体をノズルから吐出し、所望のパターンの金属配線を描画することを特徴とする印刷方法
である。金属粒子を含有した液体は、インクジェット印刷用のインクやスクリーン印刷用
のペースト等を用いることができる。エアロゾルジェット印刷法で金属配線を形成した後
に溶媒除去や金属粒子の焼結の目的で金属配線を加熱してもよい。本発明において、適用
可能な金属粒子の材料としては、補助電極として導電性が出る限りは特に限定されるもの
ではないが、導電性と補助電極を付与したときの透明導電性層の開口率の両立の観点から
、金、銀、銅またはその合金が好ましく、より好ましくは銀またはその合金である。本発
明に係るエアロゾルジェット印刷法は、不活性ガスでエアロゾル状にすることで、インク
ジェット印刷法やスクリーン印刷法などの他の印刷法に比べて、着弾時の溶媒含有量を少
なくすることができるという特徴を有している。有機エレクトロルミネッセンス素子の発
光層に与える影響を考慮すると、着弾時の溶媒含有量が少ないことは有機エレクトロルミ
ネッセンス素子用の補助電極の形成方法として非常に適した特徴を有していることになる
。本発明に係るエアロゾルジェット印刷法の装置としては、Ｍ３Ｄ（米国登録商標）装置
などが挙げられる。
【００２６】
　《補助電極》
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子に適用する補助電極は、前述のエアロゾル
ジェット印刷法で形成した金属配線である。本発明に係る補助電極は透明導電性層上に形
成することが好ましい。補助電極の線幅は透明導電性層の開口率の観点から５０μｍ以下
であることが好ましく、補助電極の厚さは導電性の観点から、１μｍ以上であることが好
ましい。本発明に係る補助電極は、透明保護層がパターニングされている場合は、透明保
護層のパターニングされていない領域上に形成することが好ましい。本発明でいう透明保
護層のパターニングされていない領域とは、透明保護層がない領域上のことを指す。
【００２７】
　《有機エレクトロルミネッセンス素子》
　次いで、面発光体である本発明の有機ＥＬ素子の実施形態を詳細に説明するが、以下に
記載する内容は、本発明の実施態様の代表例であり、本発明はその要旨を超えない限り、
これらの内容に限定されない。
【００２８】
　はじめに、有機ＥＬ素子の層構成の好ましい具体例を以下に示す。
【００２９】
　（ｉ）陽極／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
　（ii）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極
　（iii）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／電子注入層／陰極
　（iv）陽極／発光層／電子輸送層／電子注入層／透明保護層／陰極
　（ｖ）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／透明保護層／陰極
　（vi）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／電子注入層／透明保護層
／陰極
　本発明の有機ＥＬ素子では、陰極が透明である透明導電性層であることを特徴とし、陽
極はアプリケーションによって透明、不透明のどちらも選択することができる。本発明の
有機ＥＬ素子は、陽極～陰極の順番に成膜するトップエミッション型の構成を取ることが
好ましい。
【００３０】
　発光層は、少なくとも発光色の異なる２種以上の発光材料を含有していることが好まし
く、単層でも複数の発光層からなる発光層ユニットを形成していてもよい。また、正孔輸
送層には正孔注入層、電子阻止層も含まれる。
【００３１】
　〔透明保護層〕
　本発明の有機ＥＬ素子において、透明保護層とは、実質的に透明であり、かつ透明保護
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層の後工程での発光層へのプロセスダメージを抑制する層である。本発明でいう実質的に
透明とは、可視光透過率が５０％以上のことを指す。
【００３２】
　本発明の有機ＥＬ素子は、透明導電性層と発光層との間に透明保護層を有していること
が好ましい。透明導電性層と発光層との間に透明保護層を有していることにより、透明導
電性層上に本発明に係るエアロゾルジェット印刷法で補助電極を形成するときの発光層に
与えるダメージをより抑制することが可能となる。
【００３３】
　本発明に係る透明保護層は、必要に応じてパターニングされていても良い。透明保護層
をパターニングすることで透明導電性層と電子注入層が電気的に接触した構成となるため
、透明導電性層から輸送された電子が透明保護層を通らずに電子注入層に輸送されるため
、低い電圧で発光させることが可能となる。
【００３４】
　本発明に係る透明保護層は、パターニングが５００μｍ以上、５，０００μｍ以下の間
隔内でされていることが好ましい。パターニングの形状に特に制限がないが、例えば、ラ
イン状のパターニングや格子状のパターニング形態を取ることができる。本発明に係る透
明保護層のパターニング方法としては、シャドーマスク方法、レーザー熱転写法、レーザ
ー蒸着法、レーザーアブレーション法、インクジェット法、印刷法等が挙げられる。本発
明に係る透明保護層のパターニング方法として好ましい形態は、蒸着によるシャドーマス
ク法である。
【００３５】
　本発明に係る透明保護層の膜厚は、５０ｎｍ以上、２００ｎｍ以下の範囲内であること
が好ましい。膜厚が５０ｎｍ未満では、透明導電性層の成膜工程での発光層の劣化が課題
となり、膜厚が２００ｎｍを超えると光取り出し効率の低下が課題となる。
【００３６】
　本発明に係る透明保護層を形成する材料は、本発明で規定する条件を満足する材料であ
れば、特に制限はなく、例えば、トリス（８－キノリノラト）アルミニウム等の金属錯体
、酸化モリブデン、酸化バナジウム等の金属酸化物を用いることができる。本発明に係る
透明保護層を形成する材料として、特に好ましい材料は、前記一般式（１）で表される基
を有する化合物、一般式（２）で表される化合物もしくは一般式（３）で表される化合物
である。
【００３７】
　《一般式（１）で表される基を有する化合物》
　前記一般式（１）において、Ｘは、Ｎ（Ｒ）、酸素原子、硫黄原子またはＳｉ（Ｒ）（
Ｒ′）を表し、Ｅ１～Ｅ８は、Ｃ（Ｒ１）または窒素原子を表し、Ｒ、Ｒ′及びＲ１は水
素原子、置換基またはＹ１との連結部位を表す。Ｙ１は、下記一般式（Ａ）で表される化
合物を構成する置換基、結合手または連結基を表す。＊はＹ１との連結部位を表す。Ｙ２
は単なる結合手または２価の連結基を表す。Ｙ３及びＹ４は、各々５員または６員の芳香
族環から導出される基を表し、少なくとも一方は環構成原子として窒素原子を含む芳香族
複素環から導出される基を表す。ｎ２は１～４の整数を表す。
【００３８】
　一般式（Ａ）
　　　（Ａｒ１）ｎ１－Ｙ１
　上記一般式（Ａ）において、ｎ１は１以上の整数を表し、Ｙ１はｎ１が１の場合は置換
基を表し、ｎ１が２以上の場合は単なる結合手またはｎ１価の連結基を表す。Ａｒ１は上
記一般式（１）で表される基を表し、ｎ１が２以上の場合、複数のＡｒ１は同一でも異な
っていてもよい。但し、前記一般式（Ａ）で表される化合物は分子内に３環以上の環が縮
合してなる縮合芳香族複素環を少なくとも２つ有する。
【００３９】
　はじめに、本発明に係る一般式（Ａ）で表される化合物について説明する。
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【００４０】
　一般式（Ａ）において、Ｙ１で表される置換基の例としては、アルキル基（例えば、メ
チル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘ
キシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基等
）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等）、アルケニル
基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基（例えば、エチニル基、プロパルギ
ル基等）、芳香族炭化水素基（芳香族炭素環基、アリール基等ともいい、例えば、フェニ
ル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基、アント
リル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナントリル基、インデ
ニル基、ピレニル基、ビフェニリル基）、芳香族複素環基（例えば、フリル基、チエニル
基、ピリジル基、ピリダジニル基、ピリミジニル基、ピラジニル基、トリアジニル基、イ
ミダゾリル基、ピラゾリル基、チアゾリル基、キナゾリニル基、カルバゾリル基、カルボ
リニル基、ジアザカルバゾリル基（前記カルボリニル基のカルボリン環を構成する任意の
炭素原子の一つが窒素原子で置き換わったものを示す）、フタラジニル基等）、複素環基
（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モルホリル基、オキサゾリジル基等）、ア
ルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ペンチルオキシ基、
ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオキシ基等）、シクロアルコキシ基（例
えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリールオキシ基（例え
ば、フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基、エ
チルチオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オクチルチオ基、ドデ
シルチオ基等）、シクロアルキルチオ基（例えば、シクロペンチルチオ基、シクロヘキシ
ルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、フェニルチオ基、ナフチルチオ基等）、アルコ
キシカルボニル基（例えば、メチルオキシカルボニル基、エチルオキシカルボニル基、ブ
チルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキシカルボニル基等
）、アリールオキシカルボニル基（例えば、フェニルオキシカルボニル基、ナフチルオキ
シカルボニル基等）、スルファモイル基（例えば、アミノスルホニル基、メチルアミノス
ルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基、ブチルアミノスルホニル基、ヘキシルアミノ
スルホニル基、シクロヘキシルアミノスルホニル基、オクチルアミノスルホニル基、ドデ
シルアミノスルホニル基、フェニルアミノスルホニル基、ナフチルアミノスルホニル基、
２－ピリジルアミノスルホニル基等）、アシル基（例えば、アセチル基、エチルカルボニ
ル基、プロピルカルボニル基、ペンチルカルボニル基、シクロヘキシルカルボニル基、オ
クチルカルボニル基、２－エチルヘキシルカルボニル基、ドデシルカルボニル基、フェニ
ルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、ピリジルカルボニル基等）、アシルオキシ基（
例えば、アセチルオキシ基、エチルカルボニルオキシ基、ブチルカルボニルオキシ基、オ
クチルカルボニルオキシ基、ドデシルカルボニルオキシ基、フェニルカルボニルオキシ基
等）、アミド基（例えば、メチルカルボニルアミノ基、エチルカルボニルアミノ基、ジメ
チルカルボニルアミノ基、プロピルカルボニルアミノ基、ペンチルカルボニルアミノ基、
シクロヘキシルカルボニルアミノ基、２－エチルヘキシルカルボニルアミノ基、オクチル
カルボニルアミノ基、ドデシルカルボニルアミノ基、フェニルカルボニルアミノ基、ナフ
チルカルボニルアミノ基等）、カルバモイル基（例えば、アミノカルボニル基、メチルア
ミノカルボニル基、ジメチルアミノカルボニル基、プロピルアミノカルボニル基、ペンチ
ルアミノカルボニル基、シクロヘキシルアミノカルボニル基、オクチルアミノカルボニル
基、２－エチルヘキシルアミノカルボニル基、ドデシルアミノカルボニル基、フェニルア
ミノカルボニル基、ナフチルアミノカルボニル基、２－ピリジルアミノカルボニル基等）
、ウレイド基（例えば、メチルウレイド基、エチルウレイド基、ペンチルウレイド基、シ
クロヘキシルウレイド基、オクチルウレイド基、ドデシルウレイド基、フェニルウレイド
基ナフチルウレイド基、２－ピリジルアミノウレイド基等）、スルフィニル基（例えば、
メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、ブチルスルフィニル基、シクロヘキシル
スルフィニル基、２－エチルヘキシルスルフィニル基、ドデシルスルフィニル基、フェニ
ルスルフィニル基、ナフチルスルフィニル基、２－ピリジルスルフィニル基等）、アルキ
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ルスルホニル基（例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、ブチルスルホニル
基、シクロヘキシルスルホニル基、２－エチルヘキシルスルホニル基、ドデシルスルホニ
ル基等）、アリールスルホニル基またはヘテロアリールスルホニル基（例えば、フェニル
スルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）、アミノ基（例え
ば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、シクロペンチルア
ミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルアミノ基、アニリノ基、ナフチルアミノ
基、２－ピリジルアミノ基、ピペリジル基（ピペリジニル基ともいう）、２，２，６，６
－テトラメチルピペリジニル基等）、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭
素原子等）、フッ化炭化水素基（例えば、フルオロメチル基、トリフルオロメチル基、ペ
ンタフルオロエチル基、ペンタフルオロフェニル基等）、シアノ基、ニトロ基、ヒドロキ
シ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリメチルシリル基、トリイソプロピルシリル
基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチルシリル基等）、リン酸エステル基（例えば
、ジヘキシルホスホリル基等）、亜リン酸エステル基（例えばジフェニルホスフィニル基
等）、ホスホノ基等が挙げられる。
【００４１】
　これらの置換基は、上記の置換基によって更に置換されていてもよい。また、これらの
置換基は複数が互いに結合して環を形成していてもよい。
【００４２】
　一般式（Ａ）において、Ｙ１で表されるｎ１価の連結基としては、具体的には、２価の
連結基、３価の連結基、４価の連結基等が挙げられる。
【００４３】
　一般式（Ａ）において、Ｙ１で表される２価の連結基としては、例えば、アルキレン基
（例えば、エチレン基、トリメチレン基、テトラメチレン基、プロピレン基、エチルエチ
レン基、ペンタメチレン基、ヘキサメチレン基、２，２，４－トリメチルヘキサメチレン
基、ヘプタメチレン基、オクタメチレン基、ノナメチレン基、デカメチレン基、ウンデカ
メチレン基、ドデカメチレン基、シクロヘキシレン基（例えば、１，６－シクロヘキサン
ジイル基等）、シクロペンチレン基（例えば、１，５－シクロペンタンジイル基など）等
）、アルケニレン基（例えば、ビニレン基、プロペニレン基、ブテニレン基、ペンテニレ
ン基、１－メチルビニレン基、１－メチルプロペニレン基、２－メチルプロペニレン基、
１－メチルペンテニレン基、３－メチルペンテニレン基、１－エチルビニレン基、１－エ
チルプロペニレン基、１－エチルブテニレン基、３－エチルブテニレン基等）、アルキニ
レン基（例えば、エチニレン基、１－プロピニレン基、１－ブチニレン基、１－ペンチニ
レン基、１－ヘキシニレン基、２－ブチニレン基、２－ペンチニレン基、１－メチルエチ
ニレン基、３－メチル－１－プロピニレン基、３－メチル－１－ブチニレン基等）、アリ
ーレン基（例えば、ｏ－フェニレン基、ｐ－フェニレン基、ナフタレンジイル基、アント
ラセンジイル基、ナフタセンジイル基、ピレンジイル基、ナフチルナフタレンジイル基、
ビフェニルジイル基（例えば、［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジイル基、３，３
’－ビフェニルジイル基、３，６－ビフェニルジイル基等）、テルフェニルジイル基、ク
アテルフェニルジイル基、キンクフェニルジイル基、セキシフェニルジイル基、セプチフ
ェニルジイル基、オクチフェニルジイル基、ノビフェニルジイル基、デシフェニルジイル
基等）、ヘテロアリーレン基（例えば、カルバゾール環、カルボリン環、ジアザカルバゾ
ール環（モノアザカルボリン環ともいい、カルボリン環を構成する炭素原子のひとつが窒
素原子で置き換わった構成の環構成を示す）、トリアゾール環、ピロール環、ピリジン環
、ピラジン環、キノキサリン環、チオフェン環、オキサジアゾール環、ジベンゾフラン環
、ジベンゾチオフェン環、インドール環からなる群から導出される２価の基等）、酸素や
硫黄などのカルコゲン原子、３環以上の環が縮合してなる縮合芳香族複素環から導出され
る基等（ここで、３環以上の環が縮合してなる縮合芳香族複素環としては、好ましくはＮ
、Ｏ及びＳから選択されたヘテロ原子を、縮合環を構成する元素として含有する芳香族複
素縮合環であることが好ましく、具体的には、アクリジン環、ベンゾキノリン環、カルバ
ゾール環、フェナジン環、フェナントリジン環、フェナントロリン環、カルボリン環、サ
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イクラジン環、キンドリン環、テペニジン環、キニンドリン環、トリフェノジチアジン環
、トリフェノジオキサジン環、フェナントラジン環、アントラジン環、ペリミジン環、ジ
アザカルバゾール環（カルボリン環を構成する炭素原子の任意の一つが窒素原子で置き換
わったものを表す）、フェナントロリン環、ジベンゾフラン環、ジベンゾチオフェン環、
ナフトフラン環、ナフトチオフェン環、ベンゾジフラン環、ベンゾジチオフェン環、ナフ
トジフラン環、ナフトジチオフェン環、アントラフラン環、アントラジフラン環、アント
ラチオフェン環、アントラジチオフェン環、チアントレン環、フェノキサチイン環、チオ
ファントレン環（ナフトチオフェン環）等）が挙げられる。
【００４４】
　一般式（Ａ）において、Ｙ１で表される３価の連結基としては、例えば、エタントリイ
ル基、プロパントリイル基、ブタントリイル基、ペンタントリイル基、ヘキサントリイル
基、ヘプタントリイル基、オクタントリイル基、ノナントリイル基、デカントリイル基、
ウンデカントリイル基、ドデカントリイル基、シクロヘキサントリイル基、シクロペンタ
ントリイル基、ベンゼントリイル基、ナフタレントリイル基、ピリジントリイル基、カル
バゾールトリイル基等が挙げられる。
【００４５】
　一般式（Ａ）において、Ｙ１で表される４価の連結基としては、上記の３価の基に更に
ひとつ結合基がついたものであり、例えば、プロパンジイリデン基、１，３－プロパンジ
イル－２－イリデン基、ブタンジイリデン基、ペンタンジイリデン基、ヘキサンジイリデ
ン基、ヘプタンジイリデン基、オクタンジイリデン基、ノナンジイリデン基、デカンジイ
リデン基、ウンデカンジイリデン基、ドデカンジイリデン基、シクロヘキサンジイリデン
基、シクロペンタンジイリデン基、ベンゼンテトライル基、ナフタレンテトライル基、ピ
リジンテトライル基、カルバゾールテトライル基等が挙げられる。
【００４６】
　尚、上記の２価の連結基、３価の連結基、４価の連結基は、各々更に、一般式（Ａ）に
おいて、Ｙ１で表される置換基を有していても良い。
【００４７】
　一般式（１）において、Ｙ２で表される２価の連結基としては、２価の連結基としては
、例えば、アルキレン基（例えば、エチレン基、トリメチレン基、テトラメチレン基、プ
ロピレン基、エチルエチレン基、ペンタメチレン基、ヘキサメチレン基、２，２，４－ト
リメチルヘキサメチレン基、ヘプタメチレン基、オクタメチレン基、ノナメチレン基、デ
カメチレン基、ウンデカメチレン基、ドデカメチレン基、シクロヘキシレン基（例えば、
１，６－シクロヘキサンジイル基等）、シクロペンチレン基（例えば、１，５－シクロペ
ンタンジイル基など）等）、アルケニレン基（例えば、ビニレン基、プロペニレン基、ブ
テニレン基、ペンテニレン基、１－メチルビニレン基、１－メチルプロペニレン基、２－
メチルプロペニレン基、１－メチルペンテニレン基、３－メチルペンテニレン基、１－エ
チルビニレン基、１－エチルプロペニレン基、１－エチルブテニレン基、３－エチルブテ
ニレン基等）、アルキニレン基（例えば、エチニレン基、１－プロピニレン基、１－ブチ
ニレン基、１－ペンチニレン基、１－ヘキシニレン基、２－ブチニレン基、２－ペンチニ
レン基、１－メチルエチニレン基、３－メチル－１－プロピニレン基、３－メチル－１－
ブチニレン基等）、アリーレン基（例えば、ｏ－フェニレン基、ｐ－フェニレン基、ナフ
タレンジイル基、アントラセンジイル基、ナフタセンジイル基、ピレンジイル基、ナフチ
ルナフタレンジイル基、ビフェニルジイル基（例えば、［１，１′－ビフェニル］－４，
４′－ジイル基、３，３′－ビフェニルジイル基、３，６－ビフェニルジイル基等）、テ
ルフェニルジイル基、クアテルフェニルジイル基、キンクフェニルジイル基、セキシフェ
ニルジイル基、セプチフェニルジイル基、オクチフェニルジイル基、ノビフェニルジイル
基、デシフェニルジイル基等）、ヘテロアリーレン基（例えば、カルバゾール環、カルボ
リン環、ジアザカルバゾール環（モノアザカルボリン環ともいい、カルボリン環を構成す
る炭素原子のひとつが窒素原子で置き換わった構成の環構成を示す）、トリアゾール環、
ピロール環、ピリジン環、ピラジン環、キノキサリン環、チオフェン環、オキサジアゾー
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ル環、ジベンゾフラン環、ジベンゾチオフェン環、インドール環からなる群から導出され
る２価の基等）、酸素や硫黄などのカルコゲン原子、３環以上の環が縮合してなる縮合芳
香族複素環から導出される基等（ここで、３環以上の環が縮合してなる縮合芳香族複素環
としては、好ましくは窒素原子、酸素原子及び硫黄原子から選択されたヘテロ原子を、縮
合環を構成する元素として含有する芳香族複素縮合環であることが好ましく、具体的には
、アクリジン環、ベンゾキノリン環、カルバゾール環、フェナジン環、フェナントリジン
環、フェナントロリン環、カルボリン環、サイクラジン環、キンドリン環、テペニジン環
、キニンドリン環、トリフェノジチアジン環、トリフェノジオキサジン環、フェナントラ
ジン環、アントラジン環、ペリミジン環、ジアザカルバゾール環（カルボリン環を構成す
る炭素原子の任意の一つが窒素原子で置き換わったものを表す）、フェナントロリン環、
ジベンゾフラン環、ジベンゾチオフェン環、ナフトフラン環、ナフトチオフェン環、ベン
ゾジフラン環、ベンゾジチオフェン環、ナフトジフラン環、ナフトジチオフェン環、アン
トラフラン環、アントラジフラン環、アントラチオフェン環、アントラジチオフェン環、
チアントレン環、フェノキサチイン環、チオファントレン環（ナフトチオフェン環）等）
が挙げられる。
【００４８】
　一般式（１）において、Ｙ３及びＹ４で各々表される５員または６員の芳香族環から導
出される基の形成に用いられる５員または６員の芳香族環としては、例えば、ベンゼン環
、オキサゾール環、チオフェン環、フラン環、ピロール環、ピリジン環、ピリダジン環、
ピリミジン環、ピラジン環、ジアジン環、トリアジン環、イミダゾール環、イソオキサゾ
ール環、ピラゾール環、トリアゾール環等が挙げられる。
【００４９】
　更に、Ｙ３及びＹ４で各々表される５員または６員の芳香族環から導出される基の少な
くとも一方は、環構成原子として窒素原子を含む芳香族複素環から導出される基を表すが
、該環構成原子として窒素原子を含む芳香族複素環としては、オキサゾール環、ピロール
環、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、ジアジン環、トリアジン環
、イミダゾール環、イソオキサゾール環、ピラゾール環、トリアゾール環等が挙げられる
。
【００５０】
　一般式（１）において、Ｙ３で表される基としては、上記６員の芳香族環から導出され
る基であることが好ましく、更に好ましくは、ベンゼン環から導出される基である。
【００５１】
　一般式（１）において、Ｙ４で表される基としては、上記６員の芳香族環から導出され
る基であることが好ましく、更に好ましくは、窒素原子を環構成原子と含む芳香族複素環
から導出される基であり、特に好ましくは、Ｙ４がピリジン環から導出される基であるこ
とである。
【００５２】
　一般式（１）において、ＸはＮ（Ｒ）、酸素原子、硫黄原子またはＳｉ（Ｒ）（Ｒ′）
を表し、Ｅ１～Ｅ８はＣ（Ｒ１）または窒素原子を表し、Ｒ、Ｒ′及びＲ１は水素原子、
置換基またはＹ１との連結部位を表す。Ｙ２は単なる結合手または２価の連結基を表す。
【００５３】
　一般式（１）において、Ｒ、Ｒ′及びＲ１で表される置換基としては、例えば、アルキ
ル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、
ペンタデシル基等）、シクロアルキル基（例えば、シクロペンチル基、シクロヘキシル基
等）、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基等）、アルキニル基（例えば、エチニ
ル基、プロパルギル基等）、芳香族炭化水素基（芳香族炭素環基、アリール基等ともいい
、例えば、フェニル基、ｐ－クロロフェニル基、メシチル基、トリル基、キシリル基、ナ
フチル基、アントリル基、アズレニル基、アセナフテニル基、フルオレニル基、フェナン
トリル基、インデニル基、ピレニル基、ビフェニリル基）、芳香族複素環基（例えば、フ
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リル基、チエニル基、ピリジル基、ピリダジニル基、ピリミジニル基、ピラジニル基、ト
リアジニル基、イミダゾリル基、ピラゾリル基、チアゾリル基、キナゾリニル基、カルバ
ゾリル基、カルボリニル基、ジアザカルバゾリル基（前記カルボリニル基のカルボリン環
を構成する任意の炭素原子の一つが窒素原子で置き換わったものを示す）、フタラジニル
基等）、複素環基（例えば、ピロリジル基、イミダゾリジル基、モルホリル基、オキサゾ
リジル基等）、アルコキシ基（例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ペ
ンチルオキシ基、ヘキシルオキシ基、オクチルオキシ基、ドデシルオキシ基等）、シクロ
アルコキシ基（例えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基等）、アリー
ルオキシ基（例えば、フェノキシ基、ナフチルオキシ基等）、アルキルチオ基（例えば、
メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ペンチルチオ基、ヘキシルチオ基、オク
チルチオ基、ドデシルチオ基等）、シクロアルキルチオ基（例えば、シクロペンチルチオ
基、シクロヘキシルチオ基等）、アリールチオ基（例えば、フェニルチオ基、ナフチルチ
オ基等）、アルコキシカルボニル基（例えば、メチルオキシカルボニル基、エチルオキシ
カルボニル基、ブチルオキシカルボニル基、オクチルオキシカルボニル基、ドデシルオキ
シカルボニル基等）、アリールオキシカルボニル基（例えば、フェニルオキシカルボニル
基、ナフチルオキシカルボニル基等）、スルファモイル基（例えば、アミノスルホニル基
、メチルアミノスルホニル基、ジメチルアミノスルホニル基、ブチルアミノスルホニル基
、ヘキシルアミノスルホニル基、シクロヘキシルアミノスルホニル基、オクチルアミノス
ルホニル基、ドデシルアミノスルホニル基、フェニルアミノスルホニル基、ナフチルアミ
ノスルホニル基、２－ピリジルアミノスルホニル基等）、アシル基（例えば、アセチル基
、エチルカルボニル基、プロピルカルボニル基、ペンチルカルボニル基、シクロヘキシル
カルボニル基、オクチルカルボニル基、２－エチルヘキシルカルボニル基、ドデシルカル
ボニル基、フェニルカルボニル基、ナフチルカルボニル基、ピリジルカルボニル基等）、
アシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、エチルカルボニルオキシ基、ブチルカルボ
ニルオキシ基、オクチルカルボニルオキシ基、ドデシルカルボニルオキシ基、フェニルカ
ルボニルオキシ基等）、アミド基（例えば、メチルカルボニルアミノ基、エチルカルボニ
ルアミノ基、ジメチルカルボニルアミノ基、プロピルカルボニルアミノ基、ペンチルカル
ボニルアミノ基、シクロヘキシルカルボニルアミノ基、２－エチルヘキシルカルボニルア
ミノ基、オクチルカルボニルアミノ基、ドデシルカルボニルアミノ基、フェニルカルボニ
ルアミノ基、ナフチルカルボニルアミノ基等）、カルバモイル基（例えば、アミノカルボ
ニル基、メチルアミノカルボニル基、ジメチルアミノカルボニル基、プロピルアミノカル
ボニル基、ペンチルアミノカルボニル基、シクロヘキシルアミノカルボニル基、オクチル
アミノカルボニル基、２－エチルヘキシルアミノカルボニル基、ドデシルアミノカルボニ
ル基、フェニルアミノカルボニル基、ナフチルアミノカルボニル基、２－ピリジルアミノ
カルボニル基等）、ウレイド基（例えば、メチルウレイド基、エチルウレイド基、ペンチ
ルウレイド基、シクロヘキシルウレイド基、オクチルウレイド基、ドデシルウレイド基、
フェニルウレイド基ナフチルウレイド基、２－ピリジルアミノウレイド基等）、スルフィ
ニル基（例えば、メチルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、ブチルスルフィニル基
、シクロヘキシルスルフィニル基、２－エチルヘキシルスルフィニル基、ドデシルスルフ
ィニル基、フェニルスルフィニル基、ナフチルスルフィニル基、２－ピリジルスルフィニ
ル基等）、アルキルスルホニル基（例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、
ブチルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基、２－エチルヘキシルスルホニル基、
ドデシルスルホニル基等）、アリールスルホニル基またはヘテロアリールスルホニル基（
例えば、フェニルスルホニル基、ナフチルスルホニル基、２－ピリジルスルホニル基等）
、アミノ基（例えば、アミノ基、エチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ブチルアミノ基、
シクロペンチルアミノ基、２－エチルヘキシルアミノ基、ドデシルアミノ基、アニリノ基
、ナフチルアミノ基、２－ピリジルアミノ基、ピペリジル基（ピペリジニル基ともいう）
、２，２，６，６－テトラメチルピペリジニル基等）、ハロゲン原子（例えば、フッ素原
子、塩素原子、臭素原子等）、フッ化炭化水素基（例えば、フルオロメチル基、トリフル
オロメチル基、ペンタフルオロエチル基、ペンタフルオロフェニル基等）、シアノ基、ニ
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トロ基、ヒドロキシ基、メルカプト基、シリル基（例えば、トリメチルシリル基、トリイ
ソプロピルシリル基、トリフェニルシリル基、フェニルジエチルシリル基等）、リン酸エ
ステル基（例えば、ジヘキシルホスホリル基等）、亜リン酸エステル基（例えばジフェニ
ルホスフィニル基等）、ホスホノ基等が挙げられる。
【００５４】
　これらの置換基は、上記の置換基によって更に置換されていてもよい。また、これらの
置換基は複数が互いに結合して環を形成していてもよい。
【００５５】
　《一般式（２）で表される化合物》
　本発明では、上記一般式（１）で表される基を有する化合物の中でも、上記一般式（２
）で表される化合物が好ましい。以下、一般式（２）で表される化合物について説明する
。
【００５６】
　一般式（２）において、Ｙ５で表されるアリーレン基、ヘテロアリーレン基は、一般式
（１）で表される基を有する化合物において、Ｙ１で表される２価の連結基の一例として
記載されているアリーレン基、ヘテロアリーレン基と各々同義である。
【００５７】
　Ｙ５で表されるアリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基の好ましい態様としては、ヘテロアリーレン基の中でも、３環以上の環が縮
合してなる縮合芳香族複素環から導出される基を含むことが好ましく、また、該３環以上
の環が縮合してなる縮合芳香族複素環から導出される基としては、ジベンゾフラン環から
導出される基またはジベンゾチオフェン環から導出される基が好ましい。
【００５８】
　一般式（２）において、Ｅ５１～Ｅ６６で各々表されるＣ（Ｒ３）のＲ３で表される置
換基は、一般式（１）において、Ｙ１で表される置換基と同義である。
【００５９】
　一般式（２）において、Ｅ５１～Ｅ６６で各々表される基としては、Ｅ５１～Ｅ５８の
うちの６つ以上及びＥ５９～Ｅ６６のうちの６つ以上が、各々Ｃ（Ｒ３）で表されること
が好ましい。
【００６０】
　一般式（２）において、Ｙ６～Ｙ９は、各々芳香族炭化水素環から導出される基の形成
に用いられる芳香族炭化水素環としては、ベンゼン環、ビフェニル環、ナフタレン環、ア
ズレン環、アントラセン環、フェナントレン環、ピレン環、クリセン環、ナフタセン環、
トリフェニレン環、ｏ－テルフェニル環、ｍ－テルフェニル環、ｐ－テルフェニル環、ア
セナフテン環、コロネン環、フルオレン環、フルオラントレン環、ナフタセン環、ペンタ
セン環、ペリレン環、ペンタフェン環、ピセン環、ピレン環、ピラントレン環、アンスラ
アントレン環等が挙げられる。
【００６１】
　更に、前記芳香族炭化水素環は、一般式（１）において、Ｙ１で表される置換基を有し
てもよい。
【００６２】
　一般式（２）において、Ｙ６～Ｙ９は、各々芳香族複素環から導出される基の形成に用
いられる芳香族複素環としては、例えば、フラン環、チオフェン環、オキサゾール環、ピ
ロール環、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、ベン
ゾイミダゾール環、オキサジアゾール環、トリアゾール環、イミダゾール環、ピラゾール
環、チアゾール環、インドール環、インダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ベンゾチア
ゾール環、ベンゾオキサゾール環、キノキサリン環、キナゾリン環、シンノリン環、キノ
リン環、イソキノリン環、フタラジン環、ナフチリジン環、カルバゾール環、カルボリン
環、ジアザカルバゾール環（カルボリン環を構成する炭素原子の一つが更に窒素原子で置
換されている環を示す）等が挙げられる。
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【００６３】
　更に、前記芳香族炭化水素環は、一般式（１）において、Ｙ１で表される置換基を有し
てもよい。
【００６４】
　一般式（２）において、Ｙ６またはＹ７の少なくとも一方、及びＹ８またはＹ９の少な
くとも一方で表されるＮ原子を含む芳香族複素環から導出される基の形成に用いられるＮ
原子を含む芳香族複素環としては、例えば、例えば、オキサゾール環、ピロール環、ピリ
ジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、トリアジン環、ベンゾイミダゾール
環、オキサジアゾール環、トリアゾール環、イミダゾール環、ピラゾール環、チアゾール
環、インドール環、インダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ベンゾチアゾール環、ベン
ゾオキサゾール環、キノキサリン環、キナゾリン環、シンノリン環、キノリン環、イソキ
ノリン環、フタラジン環、ナフチリジン環、カルバゾール環、カルボリン環、ジアザカル
バゾール環（カルボリン環を構成する炭素原子の一つが更に窒素原子で置換されている環
を示す）等が挙げられる。
【００６５】
　一般式（２）において、Ｙ７、Ｙ９で表される基としては、各々ピリジン環から導出さ
れる基を表すことが好ましい。
【００６６】
　また、一般式（２）において、Ｙ６及びＹ８で表される基としては、各々ベンゼン環か
ら導出される基を表すことが好ましい。
【００６７】
　更に、本発明に係る一般式（２）で表される化合物の中でも更に好ましい態様について
説明する。
【００６８】
　《一般式（３）で表される化合物》
　本発明では、上記一般式（２）で表される化合物の中でも、更に上記一般式（３）で表
される化合物が好ましい。以下、一般式（２）で表される化合物について説明する。
【００６９】
　一般式（３）において、Ｙ５で表されるアリーレン基、ヘテロアリーレン基は、一般式
（１）において、Ｙ１で表される２価の連結基の一例として記載されているアリーレン基
、ヘテロアリーレン基と各々同義である。
【００７０】
　Ｙ５で表されるアリーレン基、ヘテロアリーレン基またはそれらの組み合わせからなる
２価の連結基の好ましい態様としては、ヘテロアリーレン基の中でも、３環以上の環が縮
合してなる縮合芳香族複素環から導出される基を含むことが好ましく、また、該３環以上
の環が縮合してなる縮合芳香族複素環から導出される基としては、ジベンゾフラン環から
導出される基またはジベンゾチオフェン環から導出される基が好ましい。
【００７１】
　一般式（３）において、Ｅ５１～Ｅ６６、Ｅ７１～Ｅ７８で各々表される－Ｃ（Ｒ３）
＝のＲ３で表される置換基は、一般式（１）において、Ｙ１で表される置換基と同義であ
る。
【００７２】
　一般式（３）において、Ｅ５１～Ｅ５８のうちの６つ以上及びＥ５９～Ｅ６６のうちの
６つ以上が、各々Ｃ（Ｒ３）で表されることが好ましい。
【００７３】
　一般式（３）において、Ｅ７５～Ｅ７９の少なくとも１つ及びＥ８４～Ｅ８８の少なく
とも１つが窒素原子を表すことが好ましい。
【００７４】
　更には、一般式（３）において、Ｅ７５～Ｅ７９のいずれか１つ及びＥ８４～Ｅ８８の
いずれか１つが窒素原子を表すことが好ましい。
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【００７５】
　また、一般式（３）において、Ｅ７１～Ｅ７４及びＥ８０～Ｅ８３が、各々－Ｃ（Ｒ３
）＝で表されることが好ましい態様として挙げられる。
【００７６】
　更に、一般式（２）または一般式（３）で表される化合物において、Ｅ５３がＣ（Ｒ３
）で表され、且つ、Ｒ３が連結部位を表すことが好ましく、更に、Ｅ６１も同時にＣ（Ｒ
３）で表され、且つ、Ｒ３が連結部位を表すことが好ましい。
【００７７】
　更に、Ｅ７５及びＥ８４が窒素原子で表されることが好ましく、Ｅ７１～Ｅ７４及びＥ
８０～Ｅ８３が、各々Ｃ（Ｒ３）で表されることが好ましい。
【００７８】
　以下、本発明に係る一般式（１）で表される基を有する化合物、及び一般式（２）、一
般式（３）で表される化合物の具体例を示すが、本発明はこれらに限定されない。
【００７９】
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【化３１】

【０１０７】
　これらの化合物は、公知の合成法により合成された。
【０１０８】
　〔透明導電性層：電極〕
　本発明に係る有機ＥＬ素子における透明導電性層としては、インジウムチンオキシド（
ＩＴＯ）、ＳｎＯ２、ＺｎＯ等の導電性光透過性材料が好ましく用いられる。また、ＩＤ
ＩＸＯ（Ｉｎ２Ｏ３－ＺｎＯ）等非晶質で光透過性の導電膜を作製可能な材料を用いても
よい。本発明においては、透明導電性層は陰極として用いられることが好ましい。陰極は
これらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、フォトリソ
グラフィー法で所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精度をあまり
必要としない場合は（１００μｍ以上程度）、上記電極物質の蒸着やスパッタリング時に
所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。あるいは、有機導電性化合物の
ように塗布可能な物質を用いる場合には、印刷方式、コーティング方式等湿式製膜法を用
いることもできる。本発明における透明導電性層の成膜方法としては成膜速度を高める関
連から、スパッタリング法が特に好ましい。陰極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が
好ましい。更に膜厚は材料にもよるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは５０～２０
０ｎｍの範囲で選ばれる。
【０１０９】
　〔発光層〕
　発光層は、電極または電子輸送層、正孔輸送層から注入されてくる電子および正孔が再
結合して発光する層であり、発光する部分は発光層の層内であっても発光層と隣接層との
界面であってもよい。
【０１１０】
　発光層としては、含まれる発光材料が発光要件を満たしていれば、その構成には特に制
限はない。また、同一の発光スペクトルや発光極大波長を有する層が複数層あってもよい
。また、各発光層間には非発光性の中間層を有していることが好ましい。
【０１１１】
　発光層の膜厚の総和は１～１００ｎｍの範囲にあることが好ましく、更に好ましくは、
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より低い駆動電圧を得ることができることから１ｎｍ以上、３０ｎｍ以下である。なお、
発光層の膜厚の総和とは、発光層間に非発光性の中間層が存在する場合には、当該中間層
も含む膜厚である。
【０１１２】
　個々の発光層の膜厚としては、１～５０ｎｍの範囲に調整することが好ましく、更に好
ましくは１～２０ｎｍの範囲に調整することである。青、緑、赤の各発光層の膜厚の関係
については、特に制限はない。
【０１１３】
　発光層の形成には、後述する発光材料やホスト化合物を、例えば、真空蒸着法、スピン
コート法、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット法等の公知の薄膜形成方法により製膜し
て形成することができる。
【０１１４】
　各発光層は複数の発光材料を混合してもよく、また燐光発光材料と蛍光発光材料を同一
発光層中に混合して用いてもよい。
【０１１５】
　発光層の構成として、ホスト化合物、発光材料（発光ドーパント化合物ともいう）を含
有し、発光材料より発光させることが好ましい。
【０１１６】
　〈ホスト化合物〉
　本発明の有機ＥＬ素子の発光層に含有されるホスト化合物としては、室温（２５℃）に
おける燐光発光の燐光量子収率が０．１未満の化合物が好ましい。更に好ましくは燐光量
子収率が０．０１未満である。また、発光層に含有される化合物の中で、その層中での体
積比が５０％以上であることが好ましい。
【０１１７】
　ホスト化合物としては、公知のホスト化合物を単独で用いてもよく、または複数種併用
して用いてもよい。ホスト化合物を複数種用いることで、電荷の移動を調整することが可
能であり、有機ＥＬ素子を高効率化することができる。また、後述する発光材料を複数種
用いることで、異なる発光を混ぜることが可能となり、これにより任意の発光色を得るこ
とができる。
【０１１８】
　用いられるホスト化合物としては、従来公知の低分子化合物でも、繰り返し単位をもつ
高分子化合物でもよく、ビニル基やエポキシ基のような重合性基を有する低分子化合物（
蒸着重合性発光ホスト）でもいい。
【０１１９】
　公知のホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有しつつ、発光の長波長化を
防ぎ、かつ高Ｔｇ（ガラス転移温度）化合物が好ましい。ここでいうガラス転移点（Ｔｇ
）とは、ＤＳＣ（Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ　Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｃｏｌｏｒｉｍｅｔｒ
ｙ：示差走査熱量法）を用いて、ＪＩＳ－Ｋ－７１２１に準拠した方法により求められる
値である。
【０１２０】
　公知のホスト化合物の具体例としては、以下の文献に記載されている化合物が挙げられ
る。例えば、特開２００１－２５７０７６号公報、同２００２－３０８８５５号公報、同
２００１－３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１号公報、同２００１－３５７
９７７号公報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００２－８８６０号公報、同２０
０２－３３４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報、同２００２－３３４７８８
号公報、同２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３４７８９号公報、同２００２
－７５６４５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同２００２－１０５４４５号公
報、同２００２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１１７３号公報、同２００２－
３５２９５７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同２００２－３６３２２７号公
報、同２００２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６５号公報、同２００２－２３
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４８８８号公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００２－２５５９３４号公報、同
２００２－２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３号公報、同２００２－２９９
０６０号公報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００２－３０５０８３号公報、同
２００２－３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７号公報等が挙げられる。
【０１２１】
　〈発光材料〉
　次に、発光材料について説明する。
【０１２２】
　本発明に適用可能な発光材料としては、蛍光性化合物、燐光発光材料（燐光性化合物、
燐光発光性化合物等ともいう）を用いることができる。
【０１２３】
　燐光発光材料とは、励起三重項からの発光が観測される化合物であり、具体的には室温
（２５℃）にて燐光発光する化合物であり、燐光量子収率が２５℃において０．０１以上
の化合物であると定義されるが、好ましい燐光量子収率は０．１以上である。
【０１２４】
　上記燐光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光ＩＩの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中での燐光量子収率は種々の溶媒を用いて測定
できるが、本発明において燐光発光材料を用いる場合、任意の溶媒のいずれかにおいて上
記燐光量子収率（０．０１以上）が達成されればよい。
【０１２５】
　燐光発光材料の発光の原理としては２種挙げられ、一つはキャリアが輸送されるホスト
化合物上でキャリアの再結合が起こってホスト化合物の励起状態が生成し、このエネルギ
ーを燐光発光材料に移動させることで燐光発光材料からの発光を得るというエネルギー移
動型であり、もう一つは燐光発光材料がキャリアトラップとなり、燐光発光材料上でキャ
リアの再結合が起こり燐光発光材料からの発光が得られるというキャリアトラップ型であ
るが、いずれの場合においても、燐光発光材料の励起状態のエネルギーはホスト化合物の
励起状態のエネルギーよりも低いことが条件である。
【０１２６】
　燐光発光材料は、有機ＥＬ素子の発光層に使用される公知のものの中から適宜選択して
用いることができるが、好ましくは元素の周期表で８～１０族の金属を含有する錯体系化
合物であり、更に好ましくはイリジウム化合物、オスミウム化合物、または白金化合物（
白金錯体系化合物）、希土類錯体であり、中でも最も好ましいのはイリジウム化合物であ
る。
【０１２７】
　有機ＥＬ素子には、蛍光発光体を用いることもできる。蛍光発光体（蛍光性ドーパント
）の代表例としては、クマリン系色素、ピラン系色素、シアニン系色素、クロコニウム系
色素、スクアリウム系色素、オキソベンツアントラセン系色素、フルオレセイン系色素、
ローダミン系色素、ピリリウム系色素、ペリレン系色素、スチルベン系色素、ポリチオフ
ェン系色素、又は希土類錯体系蛍光体等が挙げられる。
【０１２８】
　また、従来公知のドーパントも本発明に用いることができ、例えば、国際公開第００／
７０６５５号明細書、特開２００２－２８０１７８号公報、同２００１－１８１６１６号
公報、同２００２－２８０１７９号公報、同２００１－１８１６１７号公報、同２００２
－２８０１８０号公報、同２００１－２４７８５９号公報、同２００２－２９９０６０号
公報、同２００１－３１３１７８号公報、同２００２－３０２６７１号公報、同２００１
－３４５１８３号公報、同２００２－３２４６７９号公報、国際公開第０２／１５６４５
号明細書、特開２００２－３３２２９１号公報、同２００２－５０４８４号公報、同２０
０２－３３２２９２号公報、同２００２－８３６８４号公報、特表２００２－５４０５７
２号公報、特開２００２－１１７９７８号公報、同２００２－３３８５８８号公報、同２
００２－１７０６８４号公報、同２００２－３５２９６０号公報、国際公開第０１／９３
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６４２号明細書、特開２００２－５０４８３号公報、同２００２－１００４７６号公報、
同２００２－１７３６７４号公報、同２００２－３５９０８２号公報、同２００２－１７
５８８４号公報、同２００２－３６３５５２号公報、同２００２－１８４５８２号公報、
同２００３－７４６９号公報、特表２００２－５２５８０８号公報、特開２００３－７４
７１号公報、特表２００２－５２５８３３号公報、特開２００３－３１３６６号公報、同
２００２－２２６４９５号公報、同２００２－２３４８９４号公報、同２００２－２３５
０７６号公報、同２００２－２４１７５１号公報、同２００１－３１９７７９号公報、同
２００１－３１９７８０号公報、同２００２－６２８２４号公報、同２００２－１００４
７４号公報、同２００２－２０３６７９号公報、同２００２－３４３５７２号公報、同２
００２－２０３６７８号公報等が挙げられる。
【０１２９】
　本発明においては、少なくとも一つの発光層に２種以上の発光材料を含有していてもよ
く、発光層における発光材料の濃度比が発光層の厚さ方向で変化していてもよい。
【０１３０】
　〔中間層〕
　各発光層間に非発光性の中間層（非ドープ領域等ともいう）を設ける場合について説明
する。
【０１３１】
　非発光性の中間層とは、複数の発光層を有する場合、その発光層間に設けられる層であ
る。非発光性の中間層の膜厚としては１～２０ｎｍの範囲にあるのが好ましく、更には３
～１０ｎｍの範囲にあることが隣接発光層間のエネルギー移動等相互作用を抑制し、且つ
素子の電流電圧特性に大きな負荷を与えないということから好ましい。
【０１３２】
　この非発光性の中間層に用いられる材料としては、発光層のホスト化合物と同一でも異
なっていてもよいが、隣接する２つの発光層の少なくとも一方の発光層のホスト材料と同
一であることが好ましい。
【０１３３】
　非発光性の中間層は、非発光層、各発光層と共通の化合物（例えば、ホスト化合物等）
を含有していてもよく、各々共通ホスト材料（ここで、共通ホスト材料が用いられるとは
、燐光発光エネルギー、ガラス転移点等の物理化学的特性が同一である場合やホスト化合
物の分子構造が同一である場合等を示す。）を含有することにより、発光層－非発光層間
の層間の注入障壁が低減され、電圧（電流）を変化させても正孔と電子の注入バランスが
保ちやすいという効果を得ることができる。更に、非ドープ発光層に各発光層に含まれる
ホスト化合物と同一の物理的特性または同一の分子構造を有するホスト材料を用いること
により、従来の有機ＥＬ素子作製の大きな問題点である素子作製の煩雑さをも併せて解消
することができる。
【０１３４】
　ホスト材料は、キャリアの輸送を担うため、キャリア輸送能を有する材料が好ましい。
キャリア輸送能を表す物性としてキャリア移動度が用いられるが、有機材料のキャリア移
動度は一般的に電界強度に依存性が見られる。電界強度依存性の高い材料は正孔と電子注
入・輸送バランスを崩しやすいため、中間層材料、ホスト材料は移動度の電界強度依存性
の少ない材料を用いることが好ましい。
【０１３５】
　また、一方では、正孔や電子の注入バランスを最適に調整するためには、非発光性の中
間層は後述する阻止層、即ち正孔阻止層、電子阻止層として機能することも好ましい態様
として挙げられる。
【０１３６】
　〔注入層：電子注入層、正孔注入層〕
　注入層は必要に応じて設け、電子注入層と正孔注入層があり、上記の如く陽極と発光層
または正孔輸送層の間、および陰極と発光層または電子輸送層との間に存在させてもよい
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。
【０１３７】
　注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層のこ
とで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス
社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されており、
正孔注入層と電子注入層とがある。
【０１３８】
　正孔注入層は、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６２号公報、同８－２８
８０６９号公報等にもその詳細が記載されており、具体例として、銅フタロシアニンに代
表されるフタロシアニン層、酸化バナジウムに代表される酸化物層、アモルファスカーボ
ン層、ポリアニリン（エメラルディン）やポリチオフェン等の導電性高分子を用いた高分
子層等が挙げられる。
【０１３９】
　電子注入層は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４号公報、同１０－７
４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的にはストロンチウムやアルミニ
ウム等に代表される金属層、フッ化カリウムに代表されるアルカリ金属ハライド層、フッ
化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属化合物層、酸化モリブデンに代表される酸
化物層等が挙げられる。本発明に係わる電子注入層は金属層とアルカリ金属ハライド層と
の積層構成か酸化物層と金属層とアルカリ金属ハライド層との積層構成が好ましく、金属
酸化物にアルカリ金属がドープされていても良い。金属酸化物にドープするアルカリ金属
の量は１～１０質量％が好ましい。上記電子注入層はごく薄い膜であることが望ましく、
素材にもよるがその膜厚は１ｎｍ～１０μｍの範囲が好ましい。
【０１４０】
　〔阻止層：正孔阻止層、電子阻止層〕
　阻止層は、上記の如く有機化合物薄膜の基本構成層の他に、必要に応じて設けられる構
成層である。例えば、特開平１１－２０４２５８号公報、同１１－２０４３５９号公報、
および「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス
社発行）」の２３７頁等に記載されている正孔阻止（ホールブロック）層がある。
【０１４１】
　正孔阻止層とは、広い意味では、電子輸送層の機能を有し、電子を輸送する機能を有し
つつ正孔を輸送する能力が著しく小さい正孔阻止材料からなり、電子を輸送しつつ正孔を
阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。また、後述する電子
輸送層の構成を必要に応じて、本発明に係る正孔阻止層として用いることができる。正孔
阻止層は、発光層に隣接して設けられていることが好ましい。
【０１４２】
　一方、電子阻止層とは、広い意味では、正孔輸送層の機能を有し、正孔を輸送する機能
を有しつつ電子を輸送する能力が著しく小さい材料からなり、正孔を輸送しつつ電子を阻
止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。また、後述する正孔輸
送層の構成を必要に応じて電子阻止層として用いることができる。本発明に係る正孔阻止
層、電子輸送層の膜厚としては好ましくは３～１００ｎｍであり、更に好ましくは５～３
０ｎｍである。
【０１４３】
　〔正孔輸送層〕
　正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、広い意味で正孔
注入層、電子阻止層も正孔輸送層に含まれる。正孔輸送層は単層または複数層設けること
ができる。
【０１４４】
　正孔輸送材料としては、正孔の注入または輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもの
であり、有機物、無機物のいずれであってもよい。例えば、トリアゾール誘導体、オキサ
ジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導
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体およびピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ
置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン
誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体、
また導電性高分子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
【０１４５】
　正孔輸送材料としては上記のものを使用することができるが、ポルフィリン化合物、芳
香族第３級アミン化合物およびスチリルアミン化合物、特に芳香族第３級アミン化合物を
用いることが好ましい。
【０１４６】
　芳香族第３級アミン化合物およびスチリルアミン化合物の代表例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ
′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル、Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，
Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，４′－ジアミン（
ＴＰＤ）、２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン、１，１－ビス
（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラ－
ｐ－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル、１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノ
フェニル）－４－フェニルシクロヘキサン、ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチルフェ
ニル）フェニルメタン、ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニルメタン、Ｎ
，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４′－ジアミノビフ
ェニル、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジフェニルエーテル
、４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ（ｐ－ト
リル）アミン、４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）
スチリル〕スチルベン、４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）ベン
ゼン、３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン、Ｎ－フェニルカ
ルバゾール、更には米国特許第５，０６１，５６９号明細書に記載されている２個の縮合
芳香族環を分子内に有するもの、例えば、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－
フェニルアミノ〕ビフェニル（ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公報に記載されてい
るトリフェニルアミンユニットが３つスターバースト型に連結された４，４′，４″－ト
リス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニルアミン（ＭＴＤ
ＡＴＡ）等が挙げられる。
【０１４７】
　更に、これらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした
高分子材料を用いることもできる。また、ｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正
孔注入材料、正孔輸送材料として使用することができる。
【０１４８】
　また、特開平１１－２５１０６７号公報、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．著文献（Ａｐ
ｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ　８０（２００２），ｐ．１３９）に記載
されているような、いわゆる、ｐ型正孔輸送材料を用いることもできる。本発明において
は、より高効率の発光素子が得られることから、これらの材料を用いることが好ましい。
【０１４９】
　正孔輸送層は、上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト
法、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化することによ
り形成することができる。正孔輸送層の膜厚については、特に制限はないが、通常は５ｎ
ｍ～５μｍの範囲内であり、好ましくは５～２００ｎｍの範囲内である。この正孔輸送層
は、上記材料の１種または２種以上からなる一層構造であってもよい。
【０１５０】
　また、不純物をドープしたｐ性の高い正孔輸送層を用いることもできる。その例として
は、特開平４－２９７０７６号公報、特開２０００－１９６１４０号公報、同２００１－
１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（２００４）等に記載
されたものが挙げられる。
【０１５１】



(51) JP 5900351 B2 2016.4.6

10

20

30

40

50

　このようなｐ性の高い正孔輸送層を用いることにより、より低消費電力の素子を作製す
ることができる観点から好ましい。
【０１５２】
　〔電子輸送層〕
　電子輸送層とは、電子を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で電子注入層、
正孔阻止層も電子輸送層に含まれる。電子輸送層は単層または複数層設けることができる
。
【０１５３】
　従来、単層の電子輸送層、および複数層とする場合は発光層に対して陰極側に隣接する
電子輸送層に用いられる電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）としては、陰極より注入
された電子を発光層に伝達する機能を有していればよく、その材料としては従来公知の化
合物の中から任意のものを選択して用いることができ、例えば、ニトロ置換フルオレン誘
導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カルボジイミド、フレオ
レニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタンおよびアントロン誘導体、オキサジアゾ
ール誘導体等が挙げられる。更に、上記オキサジアゾール誘導体において、オキサジアゾ
ール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸引基として知られ
ているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送材料として用いることが
できる。更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖と
した高分子材料を用いることもできる。
【０１５４】
　また、８－キノリノール誘導体の金属錯体、例えば、トリス（８－キノリノール）アル
ミニウム（Ａｌｑ３）、トリス（５，７－ジクロロ－８－キノリノール）アルミニウム、
トリス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（２－メチル－８
－キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチル－８－キノリノール）アルミニウム
、ビス（８－キノリノール）亜鉛（Ｚｎｑ）等、およびこれらの金属錯体の中心金属がＩ
ｎ、Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、ＧａまたはＰｂに置き替わった金属錯体も、電子輸送材料
として用いることができる。その他、メタルフリーもしくはメタルフタロシアニン、また
はそれらの末端がアルキル基やスルホン酸基等で置換されているものも、電子輸送材料と
して好ましく用いることができる。また、発光層の材料として例示したジスチリルピラジ
ン誘導体も電子輸送材料として用いることができるし、正孔注入層、正孔輸送層と同様に
ｎ型－Ｓｉ、ｎ型－ＳｉＣ等の無機半導体も電子輸送材料として用いることができる。
【０１５５】
　電子輸送層は、上記電子輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト
法、インクジェット法を含む印刷法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化することによ
り形成することができる。電子輸送層の膜厚については、特に制限はないが、通常は５ｎ
ｍ～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。電子輸送層は上記材料の１種または
２種以上からなる一層構造であってもよい。
【０１５６】
　また、不純物をドープしたｎ性の高い電子輸送層を用いることもできる。その例として
は、特開平４－２９７０７６号公報、同１０－２７０１７２号公報、特開２０００－１９
６１４０号公報、同２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，
５７７３（２００４）等に記載されたものが挙げられる。
【０１５７】
　本発明においては、このようなｎ性の高い電子輸送層を用いることが、より低消費電力
の素子を作製することができる観点から好ましい。
【０１５８】
　〔対向電極：陽極または陰極〕
　対向電極としては、前述の透明導電性を備えた材料を用いること、あるいは金属、合金
、電気伝導性化合物およびこれらの混合物を電極物質として用いることもできる。このよ
うな電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグネシウム



(52) JP 5900351 B2 2016.4.6

10

20

30

40

、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミ
ニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａ
ｌ２Ｏ３）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等が挙げら
れる。対向電極は、これらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜形成さ
せることにより、作製することができる。また、対向電極としてのシート抵抗は、数百Ω
／□以下が好ましく、膜厚は通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましくは５０ｎｍ～２００ｎｍの
範囲で選ばれる。
【０１５９】
　《用途》
　本発明の有機ＥＬ素子は、表示デバイス、ディスプレイ、各種発光光源として用いるこ
とができる。発光光源として、例えば、家庭用照明、車内照明、時計や液晶用のバックラ
イト、看板広告、信号機、光記憶媒体の光源、電子写真複写機の光源、光通信処理機の光
源、光センサーの光源等が挙げられるがこれに限定するものではないが、特にカラーフィ
ルターと組み合わせた液晶表示装置のバックライト、照明用光源としての用途に有効に用
いることができる。
【実施例】
【０１６０】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」あるいは「％」の表示を用いるが、特に断りがな
い限り「質量部」あるいは「質量％」を表す。
【０１６１】
　実施例１
　《有機ＥＬ素子の作製》
　以下に説明する有機ＥＬ素子１～１９は、発光面積が５ｃｍ×５ｃｍとなるように作製
した。
【０１６２】
　〔有機ＥＬ素子１の作製〕
　下記の方法に従って、図１Ａ及び図１Ｂに記載の構成からなる有機ＥＬ素子１の作製を
作製した。
【０１６３】
　（陽極の形成）
　透明な基板１０の上に、厚さ１００ｎｍとなる条件でアルミニウムをスパッタ法で成膜
、パターニングして、アルミニウム層から成る陽極９を形成した。次いで、アルミニウム
層（陽極９）を設けた基板１０を、イソプロピルアルコールで超音波洗浄し、乾燥窒素ガ
スで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分間行った。
【０１６４】
　（正孔注入層～電子輸送層の形成）
　このアルミニウム層（陽極９）を設けた基板１０を、市販の真空蒸着装置の基板ホルダ
ーに固定し、タンタル製抵抗加熱ボードに、α－ＮＰＤ、Ｈ１、Ｉｒ－１、ＢＡｌｑ、Ａ
ｌｑ３をそれぞれ装填し、真空蒸着装置の第１真空槽に取り付けた。
【０１６５】
　更に、タングステン製抵抗加熱ボードにフッ化カリウム、アルミニウムを入れ、真空蒸
着装置の第２真空槽に取り付けた。
【０１６６】
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【化３２】

【０１６７】
　まず、第１真空槽を４×１０－４Ｐａまで減圧した後、α－ＮＰＤの入った前記加熱ボ
ードに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒～０．２ｎｍ／秒でアルミニウム層上に
膜厚２０ｎｍの正孔注入層８／正孔輸送層７を設けた。
【０１６８】
　更に、Ｈ１の入った前記加熱ボードとＩｒ－１の入ったボードをそれぞれ独立に通電し
て、発光ホストであるＨ１と発光ドーパントであるＩｒ－１の蒸着速度が１００：６にな
るように調節し、膜厚３０ｎｍの発光層６を設けた。
【０１６９】
　次いで、ＢＡｌｑの入った前記加熱ボードに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒
～０．２ｎｍ／秒で膜厚１０ｎｍの正孔阻止層を設けた。更に、Ａｌｑ３の入った前記加
熱ボードを通電して加熱し蒸着速度０．１ｎｍ／秒～０．２ｎｍ／秒で膜厚２０ｎｍの電
子輸送層５を設けた。
【０１７０】
　（電子注入層の形成）
　次に、電子輸送層５まで成膜した素子を真空のまま第２真空槽に移し、第２真空槽を４
×１０－４Ｐａまで減圧した後、フッ化カリウムの入った前記加熱ボードに通電して、蒸
着速度０．１～０．１ｎｍ／秒～０．２ｎｍ／秒で膜厚２ｎｍのフッ化カリウム層を設け
た。
【０１７１】
　次いで、アルミニウムの入った前記加熱ボードに通電して、蒸着速度０．１～０．１ｎ
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ｍ／秒～０．２ｎｍ／秒で膜厚１０ｎｍのアルミニウム層を設け、フッ化カリウム層とア
ルミニウム層から成る電子注入層４を設けた。
【０１７２】
　（透明導電性層（陰極）の形成）
　次に、電子注入層４まで成膜した素子を真空のまま予めＩＴＯターゲットを装着した市
販の平行平板スパッタリング装置に移し、スパッタリング装置のチャンバー内を５×１０
－３Ｐａまで減圧した後、窒素ガスと酸素ガスを流しながら、ＤＣ出力５００Ｗで放電し
、成膜速度１０ｎｍ／秒で膜厚１００ｎｍのＩＴＯ導電層の透明導電性層（陰極）２を形
成した。
【０１７３】
　（補助電極の作製）
　ＩＴＯ導電層上に、ＩｎｃＴｅｃ社製ＴＥＣ－ＰＡ－０４０の銀ペーストを用いて、ス
クリーン印刷法を用いて、線幅１００μｍ、厚み０．５μｍ、ピッチ１，０００μｍの間
隔で図１Ａ及び図１Ｂに示すようなライン状の金属パターンを描画し、得られた金属パタ
ーンを１５０℃で３０分間焼成して、補助電極１を作製した。
【０１７４】
　（素子の封止）
　最後に、上記で得られた素子をガラスケースで覆い、厚み３００μｍのガラス基板を封
止用基板として用い、周囲にシール材としてエポキシ系光硬化型接着剤（東亞合成社製ラ
ックストラックＬＣ０６２９Ｂ）を適用し、これを前記透明支持基板と密着させ、ガラス
基板側からＵＶ光を照射して、硬化・封止して、トップエミッション型の有機ＥＬ素子１
を得た。
【０１７５】
　〔有機ＥＬ素子２の作製〕
　（陽極～電子注入層の形成）
　上記有機ＥＬ素子１の作製と同様にして、陽極９～電子注入層４まで成膜した。
【０１７６】
　（補助電極の作製）
　ＩＴＯ導電層上に、ＩｎｃＴｅｃ社製ＴＥＣ－ＰＡ－０４０の銀ペーストを用いて、エ
アロゾルジェット印刷法によるエアロゾルジェット印刷装置である、Ｍ３Ｄ（米国登録商
標）装置を用いて、線幅５０μｍ、厚み１μｍ、ピッチ１，０００μｍの間隔で図１Ａ及
び図１Ｂに示すようなライン状の金属パターンを描画し、得られた金属パターンを１５０
℃で３０分間焼成して、補助電極１を作製した。
【０１７７】
　（素子の封止）
　有機ＥＬ素子１と同様の方法で封止を行い、トップエミッション型の有機ＥＬ素子２を
作製した。
【０１７８】
　〔有機ＥＬ素子３の作製〕
　（陽極～電子注入層の形成）
　上記有機ＥＬ素子１の作製と同様にして、陽極９～電子注入層４まで成膜した。
【０１７９】
　（透明保護層の形成）
　電子注入層４まで成膜した素子を真空のまま第１真空槽に戻し、第１真空槽を４×１０
－４Ｐａまで減圧した後、Ａｌｑ３の入った前記加熱ボードに通電して加熱し、蒸着速度
０．１ｎｍ／Ｎ秒～０．２ｎｍ／秒で膜厚３０ｎｍの図２Ａ及び図２Ｂに示す透明保護層
３を設けた。
【０１８０】
　（補助電極の作製）
　有機ＥＬ素子２と同様に、エアロゾルジェット印刷法で線幅５０μｍ、厚み１μｍ、ピ
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ッチ１，０００μｍの間隔で、図２Ａ及び図２Ｂで示すようなライン状の補助電極１を作
製した。
【０１８１】
　（素子の封止）
　有機ＥＬ素子１と同様の方法で封止を行い、トップエミッション型の有機ＥＬ素子３を
得た。
【０１８２】
　〔有機ＥＬ素子４の作製〕
　（陽極９～電子注入層４の形成）
　上記有機ＥＬ素子１の作製と同様にして、陽極９～電子注入層４まで成膜した。
【０１８３】
　（透明保護層の形成）
　電子注入層４まで成膜した素子を真空のまま第１真空槽に戻した後、電子注入層４の上
にステンレス鋼製のマスクが配置されるように装置外部からリモートコントロールで設置
した。このとき使用したマスクは４００μｍ間隔で幅５０μｍのライン状の穴が空いてい
る。次に、Ａｌｑ３の入った前記加熱ボードに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒
～０．２ｎｍ／秒で上記マスク越しに成膜し、膜厚３０ｎｍの図３Ａ及び図３Ｂに示すパ
ターンでパターニングされた透明保護層３を設けた。
【０１８４】
　（補助電極の作製）
　有機ＥＬ素子２で用いたのと同様のエアロゾルジェット印刷法で、線幅５０μｍ、厚み
１μｍ、ピッチ１，０００μｍの間隔で、図３Ａ及び図３Ｂに示すライン状の補助電極１
を透明保護層３がパターニングされている領域上に形成した。
【０１８５】
　（素子の封止）
　有機ＥＬ素子１と同様の方法で封止を行い、トップエミッション型の有機ＥＬ素子４を
得た。
【０１８６】
　〔有機ＥＬ素子５～１４の作製〕
　上記有機ＥＬ素子４の作製において、透明保護層３のパターニング間隔と膜厚を、表１
に示す条件にそれぞれ変更した以外は同様にして、トップエミッション型の有機ＥＬ素子
５～１４を得た。
【０１８７】
　〔有機ＥＬ素子１５～１７の作製〕
　上記有機ＥＬ素子１３の作製において、透明保護層の形成材料を、Ａｌｑ３に代えて表
１に示す化合物（９９）、化合物（９４）、化合物（１０）にそれぞれ変更した以外は同
様にして、トップエミッション型の有機ＥＬ素子１５～１７を得た。
【０１８８】
　〔有機ＥＬ素子１８の作製〕
　（陽極～電子注入層の形成）
　上記有機ＥＬ素子１の作製と同様にして、陽極９～電子注入層４まで成膜した。
【０１８９】
　（透明保護層の形成）
　電子注入層４まで成膜した素子を、真空のまま第１真空槽に戻した後、電子注入層４の
上にステンレス鋼製のマスクが配置されるように装置外部からリモートコントロールで設
置した。このとき使用したマスクは１，０００μｍ間隔で幅５０μｍのライン状の穴が空
いている。次に、化合物（１０）の入った前記加熱ボードに通電して加熱し、蒸着速度０
．１ｎｍ／秒～０．２ｎｍ／秒で上記マスク越しに成膜し、膜厚１５０ｎｍで図４Ａ及び
図４Ｂに示すパターンでパターニングされた透明保護層３を設けた。
【０１９０】
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　（補助電極の作製）
　有機ＥＬ素子２の作製と同様にして、エアロゾルジェット印刷法で線幅５０μｍ、厚み
１μｍ、ピッチ１，０００μｍの間隔で、図４Ａ及び図４Ｂに示すライン状の補助電極１
を透明保護層３がパターニングされていない領域上に形成した。
【０１９１】
　（素子の封止）
　有機ＥＬ素子１と同様な方法で封止して、トップエミッション型の有機ＥＬ素子１８を
得た。
【０１９２】
　〔有機ＥＬ素子１９の作製〕
　（陽極～電子注入層の形成）
　上記有機ＥＬ素子１の作製と同様にして、陽極９～電子注入層４まで成膜した。
【０１９３】
　（透明保護層の形成）
　電子注入層４まで成膜した素子を、真空のまま第１真空槽に戻した後、電子注入層４の
上にステンレス鋼製のマスクが配置されるように装置外部からリモートコントロールで設
置した。このとき１，０００μｍ間隔で幅５０μｍのライン状の穴が空いているマスクを
２枚用意して、２枚のマスクをクロスさせて重ねて使用した。次に、化合物（１０）の入
った前記加熱ボードに通電して加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／秒～０．２ｎｍ／秒で上記
マスク越しに成膜し、膜厚１５０ｎｍのパターニングされた透明保護層３を設けた。
【０１９４】
　（補助電極の作製）
　有機ＥＬ素子２に記載したのと同様のエアロゾルジェット印刷法で、線幅５０μｍ、厚
み１μｍ、ピッチ１，０００μｍの間隔で、図５Ａ及び図５Ｂに示す格子状の補助電極を
透明保護層がパターニングされていない領域上に作製した。
【０１９５】
　（素子の封止）
　有機ＥＬ素子１と同様な方法で封止して、トップエミッション型の有機ＥＬ素子１９を
得た。
【０１９６】
　〔有機ＥＬ素子２０、２１の作製〕
　上記有機ＥＬ素子１９の作製において、透明保護層３の形成に用いた化合物（１０）に
代えて、それぞれ化合物（４）、化合物（１６）を用い以外は同様にして、有機ＥＬ素子
２０、２１を作製した。
【０１９７】
　《有機ＥＬ素子の評価》
　上記作製した各有機ＥＬ素子について、下記の方法に従って発光効率及び発光寿命の評
価を行った。
【０１９８】
　〔発光効率の測定〕
　上記作製した各有機ＥＬ素子に対し、２．５ｍＡ／ｃｍ２定電流を流したときの外部取
り出し量子効率（％）を測定した。なお、測定には分光放射輝度計ＣＳ－１０００（コニ
カミノルタセンシング製）を用いた。
【０１９９】
　得られた外部取り出し量子効率（％）の測定結果を基に、有機ＥＬ素子１の外部取り出
し量子効率（％）を１００としたときの相対値を求め、これを発光効率の尺度とした。尚
、外部量子効率の相対値が大きいほど発光効率が高く、好ましい結果であることを表す。
【０２００】
　〔電圧の評価〕
　上記で作製した各有機ＥＬ素子に対し、正面輝度が１０００ｃｄ／ｍ２となるときの電
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圧を各素子の電圧とした。尚、電圧の数値が小さいほど、好ましい結果であることを表す
。
【０２０１】
　以上により得られた結果を、表１に示す。
【０２０２】
【表１】
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【０２０３】
　表１に記載の結果より明らかな様に、本発明の金属パターン形成方法で形成した補助電
極を有する有機ＥＬ素子は、比較例に対し、発光効率及び発光寿命に優れていることが分
かる。
【０２０４】
　実施例２
　《有機ＥＬ素子の作製》
　陽極をアルミニウムからＩＴＯに変更した以外は実施例１と同様な層構成の両面発光型
有機ＥＬ素子を作製した。作製した各両面発光型有機ＥＬ素子においても、本発明の効果
が十分にあることを確認した。
【産業上の利用可能性】
【０２０５】
　本発明の多色燐光発光有機エレクトロルミネッセンス素子は、発光効率及び発光寿命に
優れた特性を有し、表示デバイス、ディスプレイ、各種照明装置に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０２０６】
　１　補助電極
　２　透明導電性層（陰極）
　３　透明保護層
　４　電子注入層
　５　電子輸送層
　６　発光層
　７　正孔輸送層
　８　正孔注入層
　９　陽極
【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図３Ｂ】

【図４Ａ】

【図４Ｂ】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】
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